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【第4期（2024/9-2025/2）】

行政サービスDX委員会
活動報告・振り返りまとめ
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委員長 石田　英二（TOPPANエッジ株式会社 ハイブリッドBPO統括本部 統括本部長 執行役員）

副委員長 田中　芙優（株式会社チェンジホールディングス 自治体DX事業責任者 執行役員）

民間委員

髙石 尚和（キッズコネクト株式会社 代表取締役）

山本真也（株式会社アイネス　営業本部 副本部長）

和田雅人（富士通Japan株式会社 マネージャー）

自治体委員

井原市役所　DX推進課

舞鶴市　こども家庭しあわせ課

松江市　保育所幼稚園課

（※2025年1月15日時点　順不同敬称略）

第4期体制
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★

第4期活動内容　

行政サービスの分野では、「保活ワンス

トップ」や「給付監査DX」など、こども

子育てを推進していくためのDX基盤整備

が強力に推進され始めた状況。

しかしながら、地方自治体の取り巻く状

況や真の課題を解決するには至っておら

ず、それぞれの立場（政府・自治体・非

営利団体・民間企業）を尊重しながら、

さらなる子育て環境の充実に向けた施策

立案・提言が必要な分野である。

令和7年度　こども家庭庁予算案
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第4期活動内容　

当協会でも行政手続きのDX化による保護者と自治体の負担軽減を目的と

して、保護者が行政と接する際の課題・現状把握を進める。

保活（TypeS）から保育入所につながるデータ連携も加味しながら、

まずは保育入所に係るDX化の検討に着手する。

保育入所における
データ運用での

負担軽減保活連携基盤
TypeS実証事業との連携

保育入所業務の見える化
（課題把握とDXポイントの把握）

提言

その他

目的

第4期活動方針

提言

上記検討に基づき、こども家庭庁への提言内容のとりまとめ

自治体間温度差の調査・分析

 入所手続きにおけるバックヤードの事務処理負担軽減に向けた自治体間の温度差を調査

現状把握と課題分析

 保育入所手続きにおける現状と課題を多角的に分析し、具体的な改善策の検討

● 各自治体のDX推進状況、財政状況、待機児童状況などの把握
● 独自対応の必要性がある自治体へのヒアリング
● 課題解決に向けた支援策の検討

● 自治体職員、保育施設職員へのヒアリングやアンケート調査
● 既存資料・データの分析
● 先進事例の調査

● 標準プランの提案
● デジタル実装に向けたロードマップ
● 自治体への支援策

第4期活動内容（期初予定）
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入所申請から申込までのTo-Beとデジタル化の課題まとめ

オンライン申請の導入

　　  ・ TYPESからのデータ活用
　　　・ システムでの不備チェック
　　　・ データの後方連携

指数計算
一部自動化と標準化

　　　　・ オンライン申請データ
　　　　　　による記入不備軽減
　　　　・ 独自項目以外の審査省略

入所選考
一部自動化と標準化

　　　　・ オンライン申請データ
　　　　　　による記入不備軽減
　　　　・ 独自項目以外の審査省略

デジタル決定通知
　　　　・ 基幹連携での配信
　　　　・ 再利用可能データで提供

紙のデータ化

データ連携

デジタル

デジタル

あ
る
べ
き
姿

データ連携 データ連携

・完全に紙を
なくすことは
できないた
め、紙の受付
も前提とする

・申請内容の共通化
・TYPESからの重複
データの活用
・IVR等による問い合
わせ回答
・入力不備の自動
チェック
・複数人登録者への対
応
・勤務先のWeb就業
証明への対応

・後続処理がすべ
てデータで扱える
よう、受付時に
データ化する

・システム的に
自動チェックで
きないもののみ
確認する

・基本的な指
数算出は標準
化する

・自治体独自の
指数が必要な場
合は調整する

・基本的な基準
の選考は標準化
し、自動で行う

・個別ケースに
応じた調整が必
要な場合は調整
を行う

・自治体ごとに
基幹システムが
異なる

・入所対象者や
決定スケジュー
ル等が把握でき
るようにする

・入所確度や決定
スケジュール等が
把握できるように
する

・通知書デジタル化
・認可外マッチング
サービスの紹介

・入所前面談に
必要な情報を園
ごとにあらかじ
め把握する

・母子手帳や保
育園見学等前工
程の情報から、
入所申込数予測

保
護

者
施

設
自

治
体

紙申請書
提出

オンライ
ン申請

入所申込
数の予測

紙の
データ化

独自項目
指数調整

指数
自動計算 選考調整入所

自動選考

選考結果
の確認

入所前
面談対策

入所前
面談

選考結果
確認

基幹シス
テム連携 通知発送

入所申し込み

申し込みデータ受付

ステータス確認

指数計算 入所選考

入所準備

入所内定

申請不備
チェック

選考状況
の共有

選考状況
の共有

POINT１
TypeSの
データ活用

POINT２
紙のデータ化

POINT３
就労証明書の
WEB登録化

POINT４
各種基準の
標準化

凡例：

デジタル化

残アナログ

・課題
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こども子育て（主に入所申請）に関わるアンケート
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アンケートの概要

目的 保育入所手続きにおける紙申請とデジタル申請の現状の課題 と、
自治体間での実施状況と考え方の差 を調査する

対象 行政サービスDX委員会所属の民間委員から募集した地方自治体
N=15

有効回答数 N=15

実施日 2024年11月30日～2024年1月24日

利用ツール WORD形式の電子ファイル　又は　電子申請フォーム

confidencial

【取り組み】保育入所に関わるアンケート調査

1. 札幌市（北海道） 
2. 根室市（北海道） 
3. 川口市（埼玉県） 
4. 上尾市（埼玉県） 
5. 富津市（千葉県） 
6. 江戸川区（東京都） 
7. 中野区（東京都） 
8. 日南市（宮崎県） 

 
9. 長浜市（滋賀県） 

10. 呉市（広島県） 
11. 井原市（岡山県） 
12. 高松市（香川県） 
13. 松江市（島根県） 
14. 佐賀市（佐賀県） 
15. 石垣市（沖縄県） 

ご協力自治体様
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アンケート結果（抜粋）

10％未満が目立つ

100項目を超える
必須入力項目数

3点以上の添付書類が
必要場合が多い

従来の運用からの
切り替えが課題

住民の電子申請利用に関わる状況 自治体の電子化の取組に関わる状況
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アンケート結果に基づく入所申請の主な課題

・完全に紙をなく
すことはできな
いため、紙の受
付も前提とする

・申請内容の共通化
・TYPESからの重複
データの活用
・IVR等による問い合
わせ回答
・入力不備の自動
チェック
・複数人登録者への対
応
・勤務先のWeb就業証
明への対応

・後続処理がすべて
データで扱えるよう、
受付時にデータ化す
る

・システム的に自動
チェックできないも
ののみ確認する

・基本的な指数
算出は標準化す
る

・自治体独自の
指数が必要な場
合は調整する

・基本的な基準
の選考は標準化
し、自動で行う

・個別ケースに応じ
た調整が必要な場
合は調整を行う

・自治体ごとに基
幹システムが異な
る

・入所対象者や決
定スケジュール等
が把握できるように
する

・入所確度や決定
スケジュール等が
把握できるようにす
る

・通知書デジタル化
・認可外マッチングサー
ビスの紹介

・入所前面談に必
要な情報を園ごと
にあらかじめ把握
する

・母子手帳や保育
園見学等前工程
の情報から、入所
申込数予測

保
護
者

施
設

自
治
体

紙申請書
提出

オンライン
申請

入所申込
数の予測

紙の
データ化

独自項目
指数調整

指数
自動計算

選考調整
入所

自動選考

選考結果
の確認

入所前
面談対策

入所前
面談

選考結果
確認

基幹シス
テム連携

通知発送

入所申し込み

申し込みデータ受付

ステータス確認

指数計算 入所選考

入所準備

入所内定

申請不備
チェック

選考状況
の共有

選考状況
の共有

凡例：

デジタル化

残アナログ

電子申請が増えない
・申請項目が多い
・添付書類が多い

全件目視チェックを実施しており、ある程度の機械処理ができることが望ましい
・独自項目への対応
・申請データの一元保管
・アナログ /デジタルの並行運用の課題

・個々システムへの連携や改修ができない
・各種通知に関する業務負荷軽減

財政支援・技術支援・データ連携を加味した標準的な仕組みを検討してほしい

紙申請が基本のため、
AI‐OCR/RPAの導入がメイン
となっている
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入所申請におけるDX化の方向性

オンライン申請の導入

　　  ・ TYPESからのデータ活用
　　　・ システムでの不備チェック
　　　・ データの後方連携

指数計算
一部自動化と標準化

　　　　・ オンライン申請データ
　　　　　　による記入不備軽減
　　　　・ 独自項目以外の審査省略

入所選考
一部自動化と標準化

　　　　・ オンライン申請データ
　　　　　　による記入不備軽減
　　　　・ 独自項目以外の審査省略

デジタル決定通知
　　　　・ 基幹連携での配信
　　　　・ 再利用可能データで提供

紙のデータ化

デジタル

デジタル

行政サービスDXを推進していく中で、
起点となる住民接点のデジタル化とその活用を促すこと
は重要なポイント

行政サービスDXを推進する上では、住民接点のデジタル
整備だけでは、不十分であり、持続可能な行政サービス
の提供のために、自治体の業務改善、自走体制を整備す
ることも重要なポイント

住民DXの結果が分断されず、自治体内業務DXにつながるデータの流れと
運用様式のモデル（型化）までを構築することが行政サービスDXを進める上で必要

しかし
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【課題】 【提言】

保
護
者

自
治
体

■ デジタルを利用した運用体制： デジタル化一本ではなく、アナログとデ
ジタルの双方の処理をする必要が出てきてしまい、運用体制の整備が
できていない

■ 財政支援：デジタル技術の導入や、運用体制の整備に向けて、初期投
資が必要であり、財政支援や技術支援が必要である自治体が多かった

■ 制度の見直し：添付書類の真贋・簡素化や、本人確認方法など、デジタ
ルデータで運用を推進していく中での標準化を求める声が多かった

■ 入力の負担：入園申込に必要な添付書類の種類や申請内容が複雑で
あり、入力する項目も多く、職員と一緒に作成したいニーズが残ってい
る

■ デジタル環境の差異： すべての方が、平等なデジタル環境を備えてい
るわけではなく、添付書類のデジタル化などが困難で、電子申請を利
用できないケースがある

保育入所申請における提言

幅広い申請環境に対応した入力環境の整備と、添付書類

のデジタル化の推進が必要。

また、誰一人取り残さないために、電子申請の整備だけで

なく、より相談しやすい環境の整備も併せてが必要。

アナログチャネルがゼロにならないため、ダブルトラックを

考えた運用体制とその運用をサポートする管理基盤の整

備が不可欠である。さらに、添付書類の簡素化や、本人

確認の統一化による個々の自治体でのシステム導入コス

ト低減も必要である。
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第五期に向けた残論点・課題



13confidencial

妊娠期妊娠前
出
産

幼児期乳児期
入
学

青年期少年期

妊娠届

出生届

マイナ申請
医療費助成手続き

手続き

手続き妊婦健診
乳幼児健診

就学前健診

育児相談・発達相談
LIFE
EVENT

児童相談

放課後
児童クラブ

手続き

施設給付・監査

①母子健康DX

③子育て関連申請
のオンライン化

④保育のICT化 ⑤児童相談所やこ
ども家庭センターの

ICT導入推進②出生届のオンラ
イン届出を実現

こども・子育てDXの行動計画

手続き

残論点：ライフイベントと行政サービスDXの推進状況

凡例：

保育入所DXだけでなく、妊娠前から子育てが終わるまでの幅広い行政との接点を、住民・行政双方の視点で、
適切なフォローアップができる社会の実現を、他の委員会と連動して検討する必要がある。

保育施設等利用申し込み
こども誰でも通園

手続き


